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資料４第５回 東京の地域日本語教育に係る調整会議



役割
分担

区市町村・国際交流協会
外国人に最も身近な行政機関等として、

地域の実情を踏まえた
地域日本語教室の取組の充実を図る

東京都・東京都つながり創生財団
① 区市町村等の取組を支援
② 連携・協働を推進
③ 区市町村等単独では対応が困難な課題へ

対応

取組の主体 区市町村への支援

地域の実情に応じた体制づくりを支援することで、東京全体の体制を強化していく

役割分担に基づき、以下の取組を実施し、区市町村の取組を支援

①区市町村等の取組を支援 【継続】東京都地域日本教育の総合的な体制づくり推進事業

②連携・協働を推進
【継続】地域日本語教育コーディネーター連携会議（会議・研修会）
【継続】東京都・区市町村連絡会議等を活用した情報共有

③区市町村等単独では対応が
困難な課題へ対応

【新規】初期日本語教育モデル事業 「はじめての日本語教室」
【新規】地域日本語教育に関する専門研修

（日本語学習支援者スキルアップ研修）
【継続】東京日本語教室サイト／総括コーディネーターの配置

具体的な取組

東京都つながり創生財団 令和5年度地域日本語教育事業
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地域日本語教育コーディネーター連携会議（１）

■ 第1回 地域日本語教育コーディネーター連携会議

●多くの地域で、地域日本語教育の充実のために取組を強化したり、改善を図っていることが分かった。自分の地域でも、良いところをまね
て充実させていきたい。神吉先生や財団の皆さまからご助言をいただけたのも参考になった。

●専門家の意見を伺えたことが、本当にありがたかった。区市町村では、専門家の意見を伺う機会が少ない。

※文化庁の補助金について、申請期間などの点で利用しやすくしてほしいといったご意見もいただいた。

〇開催日 : 令和5年7月27日（木）9:30～11:30

〇会場 ：新宿NSビル 3階会議室

〇参加者 : 地域日本語教育コーディネーター等 30名（内、傍聴 5団体7名）

〇内容 ：「地域日本語教育の体制づくり」に関する情報共有と意見交換

〇ゲストスピーカー：神吉宇一 氏
（武蔵野大学 グローバル学部 日本語コミュニケーション学科 教授、
東京の地域日本語教育に係る調整会議 委員）

地域日本語教育担当者の意見（意見交換・アンケートから）①

➣自治体や国際交流協会で地域日本語教育事業を担当している職員が、
実施している事業や課題などについて、情報共有や意見交換を行った。
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地域日本語教育コーディネーター連携会議（２）

●日本語教室から、会場が優先予約できないため、同じ場所・時間で開催することが難しいという意見がある。教室によって教え方や教材
に差があるとも感じる。新たなボランティアを育成することも役割だと考えている。コーディネーターが必要だが、他の地域ではどのように選出し
ているのか。

●地域の日本語教室の始め方、活躍してもらえるボランティアの育成、日本語教室と地域のつなげ方などを知りたい。行政としての取り組み
方が課題。

●ボランティア養成のコツや、コーディネーターの役割を知りたい。行政とボランティア日本語教室との、よい連携の事例を紹介して欲しい。

●どの地域も少人数（または兼任）で取り組んでいるが、急増する外国人住民への対応が間に合うか不安。

●在住外国人に、日本語教室をどのように周知すればよいのか。

●日本語教室に通いづらいエリアの外国人住民や、区の教室が開講していない時期のために、区境や近隣沿線での日本語教室の情報
や、ボランティアのシェアなど、他区さんのお力も借りられるとありがたい。

●事業イメージをつかむため、他の自治体の、予算希望や運営体制（人員数、役割等）、事業評価指標などを具体的に知りたい。

●各区市町村が実施している地域日本語教育事業を調査して、一覧にして欲しい。

●課題が地域ごとに異なると思うので、地域の課題に合った情報交換が、小グループでできるといい。 ●テーマを決めて集中的に情報交
換をしたい。（⇒11月14日に意見交換会を実施）

●先進的な取組をしている地域の視察ツアーをしたい。 ●他地域の日本語教室を見学したい。

●日本語教室など、現場の方向けにも、東京都の地域日本語教育体制の方針（役割分担や、どのような教室活動をするかなど）を知ら
せて欲しい。（⇒1月に「地域日本語教育に関する専門研修」を開催予定）

地域日本語教育担当者の意見（意見交換・アンケートから）②
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地域日本語教育コーディネーター連携会議（3）

■ 地域日本語教育の体制づくり担当者向け研修会

〇開催日 : 令和5年11月14日（火）
［第１部（研修・事例紹介）］13:00～15:00
［第２部（意見交換会）］15:10～16:00

〇実施方法：オンライン（Zoomミーティング）

〇参加者 :［第１部］42名 ［第２部］15名

〇基調講演：嶋田和子先生
（アクラス日本語教育研究所 代表理事）

○事例紹介：内山夕輝氏
（公益財団法人浜松国際交流協会 主幹）

➣自治体や国際交流協会で地域日本語教育事業を担当している
職員等を対象として、地域日本語教育に関する研修・事例紹介
と、意見交換会を開催した。

参加者の意見（質疑応答・意見交換会・アンケートから）①

●それぞれの地域・自治体で「実際に何を、どのようにやっているか」をうか
がえることは大変重要だと改めて感じた。実際に現場に立っていらっしゃる
職員の方目線で情報交換できる場は大変有難い。

「浜松市地域日本語教育推進アクションプラン」
https://www.hi-hice.jp/ja/information/topic/i_129565/
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地域日本語教育コーディネーター連携会議（4）

参加者の意見（質疑応答・意見交換会・アンケートから）②

●浜松市が開催している日本語教室はかなりのボリュームだが、途中で抜ける学習者はどのくらいいるのか。区では1割くらい途中で抜け
てしまうが、できれば全員続けて欲しいと思っている。
⇒（内山氏）途中離脱の悩みは私たちもある。途中で仕事が見つかったり、介護が始まったりして日本語教室をやめてしまうことがあり、
生活者なので引き留めることは難しい。委託元の市には、ある程度は必要減として理解して欲しいと伝えている。

●浜松市では多岐に渡る事業を実施しているが、評価をどうしているのか聞きたい。アクションプランやKPI項目が掲げられたとあったが、事
業全体で進めていることなどはあるか。
⇒（内山氏）事業全体の評価というと、市から引続き委託を受けられるかが国際交流協会としての評価になるかと思う。また、文化庁
の補助金を受ける際には定量評価と定性評価を出すように言われるが、これは市の所管課と話し合いながら決めている。教育効果を見
せるのは、生活者が対象だと難しい。そこで、市の委員とか、学校のPTA役員とか、自治会の役員とかに何人推薦したか、またその結果
何人活動したかなどを見せるようにしている。

●離婚されたので、親権を取るために日本語を勉強しなければいけなくなったという相談を受けることがある。問題に突き当たらないと日本
語学習を頑張ろうという気持ちにならない人も多いと思うので、事前にお伝えする機会があればいいのかなと思う。

●ボランティア養成講座をやっているが、講座に参加した方がなかなかボランティア活動に参加しないという課題がある。これまでは講座が
終わった後に教室一覧を渡すだけだったが、それだとどんな団体か分からず行きにくいようだ。そこで、ボランティアさんたちに来てもらって、実
際に顔を合わせて話したら活動を始めることにつながった。次回は見学会もできるといい。

●ボランティアさんに交通費をお支払いするかどうか。有償ボランティアなのか無償ボランティアなのかが難しい。

●市では、活動に参加している半分以上の方が有資格者だが、文法積み上げではなく、生活で必要となる日本語や、危機管理の事例、
子供がいる場合のニーズに応じたものなど、教科書にないものを個別にピックアップしてグループ活動を行っている。有資格者が多いが、有
資格者でなくてもいい活動をする方もいて、むしろ、有資格者だが経験が少ない人だと、情報を出しすぎてしまうこともあり、事務局がフォ
ローしている。ここでこの情報を出したほうがいいという市民力で、バランスよく活動してくれている。
⇒（嶋田先生）日本語教室にどれだけ有資格者がいるかは教室によって様々。初期日本語教育を行うために、有資格者だけで活動
しているという教室もあるが、全員有資格者でなくてもできる活動があるのでは。有資格者がいない教室や、一人のところもある。
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初期日本語教育モデル事業 「はじめての日本語教室」（１）

➣自治体による実施が求められている初期日本語教育

について、モデルとなる日本語教室を開催し、実施方法や

内容について有識者等と検討する。

■初期日本語教育モデル事業の実施・検討

〇開催日 :［午前コース］10/17~12/19（火）13:00～15:00
［夜コース］ 10/18~12/20（水）19:00～21:00

〇実施方法：オンライン（Zoomミーティング）

〇広報：
・都を通じて区市町村に通知とチラシを送付
（一部の自治体には財団から電話でも依頼）
・区市国際交流協会や市民団体等のネットワークに案内
・「多文化共生ポータルサイト（TIPS)」に掲載

〇使用テキスト：『いろどり 生活の日本語』
https://www.irodori.jpf.go.jp/

（モデル事業で『いろどり』を利用した理由）
・「入門」「初級１」「初級２」の教材があり、初期日本語教育に向いて
いる。大量の副教材も含めて無料で利用できる。
⇒自治体が日本語教室を開催する際にも、無料なので使いやすい。
・多言語の教材があり、学習者が希望する言語のテキストを使える。
・オンラインで教材を使用する際には著作権に注意が必要だが、
使用できる範囲が明記されていて安心して使える。
・参照枠に対応したカリキュラムを作りやすい。
・自主学習をする場合は、オンデマンド講座が無料で受けられる。

参加者

〇申込者数 ７１名
（午前コース３４名／夜コース３７名）

〇参加者数 ４５名
（午前コース１９名／夜コース２６名）

〇国・地域別
・中国35名⇒21名
・ベトナム8名⇒3名
・韓国3名⇒2名
・台湾3名
・フィリピン3名⇒2名
・インド3名⇒2名
・シリア2名⇒1名
・日本2名⇒1名
・リベリア2名⇒1名
・その他１名（アメリカ、イギリス、イタリア、ウクライナ、
ギニア、タイ、ドイツ、ネパール、バングラデシュ）
・フランス1名⇒0名

※都外在住者や、明らかに日本語レベルが高いと思われる方などは除き、

それ以外の方は定員を増やして受け入れた。

ボランティア

〇午前コース１０名／夜コース１５名

7

https://www.irodori.jpf.go.jp/


文京区
７名

練馬区
７名

目黒区
５名

荒川区
５名

江東区
５名

新宿区
３名

台東区
３名

大田区
３名

北区
３名

中野区
３名

葛飾区
２名

江戸川区
２名

港区
２名

世田谷区
２名

千代田区
２名

東村山市
２名

豊島区
２名

杉並区
１名

板橋区
１名

品川区
１名

福生市
１名

東久留米市
１名

埼玉県４名、神奈川県１名、山口県１名、北海道１名、不明
１名

初期日本語教育モデル事業 「はじめての日本語教室」（２） ＜区市町村別 申込人数＞
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初期日本語教育モデル事業 「はじめての日本語教室」（３） ＜学習者募集ちらし＞

学習内容は、受講動機などを
見て一部変更
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初期日本語教育モデル事業 「はじめての日本語教室」（４） ＜ボランティア募集ちらし＞
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■ 初期日本語教育に関する検討会 ※「ワーキング」から名称変更

➣モデル事業の実施方法や内容などについて、有識者等の意見をいただきながら実施する。また、自治体による初期
日本語教育の実施を促していくために、どのような課題があるかなどを検討する。

●参照枠などの国が進めている政策は、地域で活動している方は参考程度に聞いてもらえるとよいのでは。ただ、専門家として日本語教育を実
施する場合は、参照枠や生活candoを実施してくことのメリットを理解して欲しい。「いろどり」も、ちゃんと理解して教材を使うのか、なんとなく楽
しげだから使うのでは、成果として出てくるものが全く違う。

●初期日本語教育を20時間実施しても、A1レベルにはおそらくならない。少なくとも、こういうことができるようになった、日本語を勉強してよかっ
た、もっと勉強したいと思ってもらって、地域の教室などにつながっていくようなモデルとなるといいのではないか。20時間でどこまで進みたいと考える
のかを示さないと、連携する日本語学校もカリキュラムを作れないのでは。

●地域日本語教育の体制の中で、このコースがどこに位置づけられるのかを示さないと、区市町村が参照しにくいのではないか。

●地域の日本語教室に来る人は、外国語をいくつも勉強してきたような人は少なく、文法になじみがない。そのような人を地域の日本語教室に
つなげるためには、文法を教えるより、少しでも日本語を言えるようになっていて欲しい。ゼロの人はボランティアが対応できるレベルではなく、みん
な手探りでやっているので、A1までは行政で保証して欲しい。その先は地域の日本語教室でお手伝いできる。

●日本語レベルの高い学習者がいるとゼロの人が遠慮してしまうので、定員に満たなくてもゼロの人だけにして効果を測定したほうがいい。学生
ではないので、予習復習は難しい。週に1回日本語教室に来ても、残りの6日は仕事や子育てなどで日本語の勉強はできないと思った方がいい。

初期日本語教育モデル事業 「はじめての日本語教室」（５）

第１回検討会（8/9）

【検討会参加者】 日本語教育の専門家及び関係者（大学、社会福祉法人、日本語学校、日本語教育を実施している市民団体、
都内国際交流協会、都内区市町村）

初期段階の日本語教室を週何日実施するかについては、「初期段階は毎日学ぶことが大事」という意見に対し、たしかに集中して行わな
いと積み上げが難しいという意見や、生活者はその人によって都合が違う、という意見が出た。今回は週1回実施して様子を見る。
また、今回のモデル事業では、日本語教育の入り口として会話練習を行い、地域の日本語教室につないでいくことを目指すこととし、10
回の講義で、日本語の最初の一歩となると共に、地域とつながるための最初の一歩となる学習内容を検討した。
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初期日本語教育モデル事業 「はじめての日本語教室」（６）

第2回検討会（10/13）

●（事務局）今回のモデル事業は3教室を2回開催するという規模の大きい内容のため、広報、運営、日本語教育とすべてを行ってもらう仕
様書だと受託業者が限られると考えた。そこで、広報・運営と日本語教育の二つに分けて委託している。それでやりやすかった部分もあるが、先
生が自由にブレイクアウトルームに分かれたり戻ったりということは難しくなってしまい、ボランティアさんの入ってもらい方にも制限ができてしまった。

●実際にはもっと小さい規模で、教師が一人でZoomの会議室を運営しながらブレイクアウトルームに移動したりするのではないか。

●うちの日本語教室でも同時に何教室か開催することがあるが、メインルームに誰か残っていないとヘルプコールに先生が対応しなくてはいけなく
なって落ち着かない。やはり入退室確認や、ヘルプに応える人が必要。でももう少しバリエーションの可能性があるように思う。

●定員に関しては、私も文化庁の事業を受託していて、定員に満たないと心配になる。ただ、やはり国の事業として実施している以上、その目
的に応じて、ターゲットになっている人たちに来てもらう必要がある。それでもレベルが高い人が入ってきてしまうことがあるが、レベルが違ったと思っ
て自分で抜ける人もいるし、周りを邪魔せずに参加している人もいる。定員にならなかったとしても、全然問題ないと思った方がいい。

●地域の日本語教室は、やさしい日本語で話ができるくらいの人たちであれば、大きな負担を感じることなくボランティア活動ができるのではない
か。A1やA2のあたりの人を対象としたコースを区市町村で作っていただければ。委託の話があったが、全部外注にしなくても、担当する支援者
や先生がやりやすいように教室を開催するとよいのでは。

●CEFRのA1、A2といった尺度の感覚をボランティアさんに持ってもらうには、自分が学んだ日本語以外の言語で、どのくらいのところに〇がつく
かやってみるといい。買い物はできるか、できないかなど。本当にゼロからのスタートの人が対象であれば、最初はCEFRでは判定不能の段階で、
20時間やって、ようやくA1の判定が可能なぐらいになってくる。関係者全員が、とにかくそれが第一歩だと認識して、例えばこのあと他の教室に
行き、チェックできるものが増えていくようにする。おそらく今回は読んだり書いたりに費やす時間はないと思うが、それを学習者も支援者も認識し
て必要な場所や方法で勉強していくことによって、チェックが増えていく。

モデル事業では、日本語教室も学習者も同じURLからZoomに入り、３つのブレイクアウトルームに分かれて教室を行っている。ボランティア
さんが入る時は、ボランティアさんごとのブレイクアウトルームを作り、そこに学習者を送り込むシステム。しかしボランティアさんに事前に教室の
録画を見てもらっても、個別の学習者の様子までは分かりにくかったり、教室の合間合間で会話練習をする時間を作ることは難しい。一方
で、対面の教室では有資格者が教えている教室にボランティアさんが入って楽しく活動した事例が紹介された。
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初期日本語教育モデル事業 「はじめての日本語教室」（７）

➣今後、自治体主催での初期日本語教育の実施を促していくにあたり、以下のような課題が見えてきた。

ここまでの課題

（１）日本語教育の専門家との連携が必要だが、どの団体に、どんな内容を依頼すればよいのか。

行政職員が事業委託や講師派遣などを依頼するケースが多いと思われるが、担当者からは、どの団体と連携すればよいのかが

分からないという声が多い。また、日本語教室を開催するためには、何を目的に、どんな内容の教室を開催するかのイメージを持っ

ていないと、日本語学校や日本語教師などと一緒に教室を作っていくことは難しい。

（２）オンラインならではのメリットとデメリットがある。

対面と違い、オンラインだから子育てをしながら、また仕事が終わってすぐに参加できたというケースがある。その一方で、ボランティ

アさんに参加してもらっても交流がむずかしかったり、学習継続のために地域とどのようにつなげばよいのかなどの難しさがある。

（３）初期日本語教育を実施するためには、広報や連絡で多言語対応が必要となる。

ちらしなどの広報のほか、問合せ対応、受講決定通知、URL（対面であれば会場）の連絡、アンケートなど、多言語対応が

必要となる場面が多く、やさしい日本語では対応しきれない。生活者の場合は英語話者ではないケースも多い。

（４）多文化共生事業をまだあまり実施していない区市町村では、そもそも広報をすることが難しい。

オンラインの日本語教室は、現在日本語教室がなかったり、在住外国人が少ないため広域を対象とした教室を開催するケース

などで有効と思われるが、普段から外国人住民に情報を伝えるルートを持っていない場合、そもそも広報をすることが難しい。
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